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≪第１章≫ 報告書の概要 
１．これまでの経過 

2014（平成 26）年 11月、国は少子高齢化による人口減少、東京圏への人口一極集中が進む中、その解決

に向けて、「まち・ひと・しごと創生法」を制定、同年１２月「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

これを受け、本町においても急速に進行する人口減少に関する基本認識を町民が共有し、地域創生に向

けた施策を総合的かつ計画的に推進するため、2015（平成 27）年 10 月に「秩父別町人口ビジョン」、「秩父

別町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（計画期間 2015（平成 27）年度～2019（平成 31）年度）を策定し、「2060

年に 1,466 人を維持する」ことを長期展望に掲げ、総合戦略策定から 5 年後の「2020（令和 2）年 1 月 1日に

2,441 人維持」することを短期目標とし、4 つの基本的政策を軸に様々な人口減少の克服に向けた対策を継

続的に進めてきたところです。 

その結果、2020（令和 2）年に 2,441 人を維持する目標は達成できませんでしたが、2017（平成 29）年は社

会増となり 34 年ぶりに人口が増加し、その後 2018（平成 30）年 12 月までの 2 年間は、社会増を維持するこ

とができ、人口減少を抑制することができました。 

第２期総合戦略（計画期間 2020（令和 2）年度～2024（令和 6）年度）では、国・道の「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」の基本的な考え方を踏まえ、「第 2 期秩父別町人口ビジョン」で示す将来展望「2025（令和 7）年の

総人口 2,216人維持」を短期目標とし、第 1期総合戦略の基本的政策を継続して行い、地域創生及び人口減

少抑制を図ることとしています。 

 

２．総合戦略の検証 
 「総合戦略」に掲げた基本目標及び重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成度の検証を毎年実施しており、産官学

金が参画する「秩父別町まち・ひと・しごと創生会議」へ諮問し、「総合戦略」の検証報告書を作成・公表して

います。 

 本報告書は、第２期総合戦略の４年目となる令和５年度の事業実績を基に、「総合戦略」に掲げた指標の

達成度を検証し報告するものです。 

 

３．検証方法 

 各統計データや令和５年度の各事業実績により、令和５年度末時点の基本目標及び重要業績評価指標

（ＫＰＩ）に適合した数値を算出し、「総合戦略」の数値目標と比較することで、達成度を評価します。令和５年

度の評価基準は、次のとおり５段階評価とします。 

 

評価 進捗状況 

A 
目標達成に向け、概ね順調に進捗している 

（目標指数の達成度が 80％以上） 

Ｂ 
目標達成に向け、一定の効果があった 

（目標指数の達成度が 70％以上 80％未満） 

Ｃ 達成度に関係なく成果を見守る必要がある 

Ｄ 
目標達成が遅れている 

（目標指数の達成度が 70％未満） 

Ｅ 目標達成は困難 

 

 



 

 

商店街の活性化や特産品の

開発等に対する交付金、店舗

等の新築、増築、改築、改修に

対する補助金の活用により商

店街の活性化を図るもので、

R2 から R5 までに新規創業 3

件、店舗の増築等 6 件の支援

を行った。 

≪第２章≫第２期総合戦略（2020（令和 2）年度～2023（令和 5）年度）の主な実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策①「ちっぷべつにしごとをつくり、安心して働けるようにする」 

 

   
移住体験住宅を活用し、町で暮らし働きながら町の魅力を知って

もらう「ふるさとワーキングホリデー事業」を実施し、R3～R5で 6名

の方が来町。町の魅力・暮らしを働きながら体験することで将来的な

移住や地域の人材不足の解消に繋がることに期待。 

 

 

  

 

新たな特産品として、トマト大福、ミドナポソースレトルト、トマ

トジュースあかずきんちゃん無塩、ザ・プレミアムあかずきんちゃん、

真空パック無洗米ななつぼし 300g、米粉フィナンシェ、みそだんごを

開発、一部はふるさと納税の返礼品にもなっている。 

３【人材育成・雇用対策】ワーキングホリデー事業 

２【商工業の振興】商店街の活性化 

１【農業の振興】農産物等を利用した商品開発 

関連数値目標 

数値目標 
基準値 

（H30） 

実 績 

（R5） 

目標値 

（R6） 
進捗率 

農産物等を利用した

商品開発 

（5年間累計） 

4件 
7件 

(4年間) 
4件 175％ 

交付金を利用した 

商店街の活性化 

（5年間累計） 

2件 
9件 

(4年間) 
2件 450% 

 

 

 

≪第２章≫第２期総合戦略（2020（令和 2）年度～2023（令和 5）年度）の主な実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本政策②「新しい人の流れをつくり、転入者を増やし、人の流出を防ぐ」 

 

○地場産品の PR強化 

ふるさと納税や秩父別産新

米普及マラソン大会などの各

種イベントを通じて、地場産品

を町内外に PRし、知名度の向上

を図った。 

 

 

○観光施設等の整備 

平成 29 年 4 月に大

型ネット遊具やチュ

ーブスライダーなど

が楽しめる屋内遊戯

場キッズスクエアち

っくるを、平成 30 年 7

月に日本最大級（高さ

13ｍ幅 58ｍ）の屋外遊

戯場キュービックコ 

ネクションをオープン。 

 以来、観光入込客数が増加し、温泉や道の駅の売り上げなども増加

していたが、R2・R3 年度は新型コロナウイルス感染症の影響により

大幅に減少。R4 年度以降回復傾向にあるものの十分ではなく、対策

を講じる必要がある。 

関連数値目標 

数値目標 
基準値 

（R元） 

実 績 

（R5） 

目標値 

（R6） 
進捗率 

社 会 増 減 

（5年平均） 
－17人 

－11.5人 

（4年平均） 
±0人 32.4％ 

観光客入込数 
630,000人

(2019見込) 
600,806人 640,000人 93.9％ 

 

 

 

移住定住促進施策として様々な補助事業を継続して実施。平成 29

年には 34年ぶりに人口が増になるなど、人口減少抑制に一定の効果。 

 ・住宅用地取得補助金 

・新築住宅取得補助金 

・住宅リフォーム補助金 

１【移住定住促進】人口減少抑制のための対策の強化 

２【知名度向上・交流人口の増加】 

・新婚・子育て世帯引越費用助成 

・新婚・子育て世帯家賃助成 

・町内就業者定住促進家賃助成 
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教育環境整備 

○小中学校への学習支援員配置 

○複式学級の解消（町費による教員採用） 

○外国語指導助手の配置 

子育て環境の充実 

○認定こども園待機児童ゼロ 

○放課後子ども支援事業（ちっぷっ子ふれあいスクール） 

○こども屋内遊戯場キッズスクエアちっくる 

○屋外遊戯場キュービックコネクション 

≪第２章≫第２期総合戦略（2020（令和 2）年度～2023（令和 5）年度）の主な実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本政策③「結婚・出産・子育てを安心してできるようにする」 

 

赤ちゃんが生まれるまで 

○結婚祝い金交付事業 

○妊婦定期健診助成 

○交通費助成事業 

○妊婦さん訪問相談事業 

○不妊治療費助成事業等 

 

子どもの健康を守る 

○産婦定期健診助成  ○交通費助成事業   

○赤ちゃん・産婦さん訪問・相談事業 

○母乳外来   ○乳幼児健診 

○育児相談サロン利用料助成  ○任意予防接種（全額助成） 

○乳幼児定期予防接種全額助成 

○インフルエンザ予防接種全額助成（乳幼児・小・中・高） 

１【結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援】 

 

子育て世代の経済的負担軽減 

○出産祝金事業 

○新婚・子育て世帯引越し費用助成 

○新婚・子育て支援家賃助成 

○学校給食費助成等 

○保育料の軽減（国基準より 5～7割助成）、同時入園等による 

第 2子以降無料 

○子育て支援水道料金助成事業   

○チャイルドシートの無料貸し出し  

○乳幼児等医療助成（高校生まで医療費無料） 

２【子育て支援の充実】 

３【教育環境の充実】 

４【働きやすい環境づくり】 

関連数値目標 

数値目標 
基準値 

（R元） 

実 績 

（R5） 

目標値 

（R6） 
進捗率 

婚姻数（5年平

均 40歳未満） 
7組 

4.5組 

(4年平均) 
7組 64.3％ 

出生数 

（5年平均） 
14人 

11.8人 

(4年平均) 
14人 84.3％ 

 

 

 

≪第２章≫第２期総合戦略（2020（令和 2）年度～2023（令和 5）年度）の主な実績 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本政策④「地域と地域をつなぎ、安心なくらしを守る」 

関連数値目標 

数値目標 
基準値 

（R元） 

実 績 

（R5） 

目標値 

（R6） 
進捗率 

住みよい町と 

感じている人 
64.4％ 

－（令和 6

年度アン

ケート実

施予定） 

65.0％ － 

※基準値は、まちづくりに関するアンケート調査結果による（令和

元年調査）。 

 

定住自立圏形成協定 

中心市宣言を行った深川市と

北空知圏域の四町が、人口定住の

ため必要な都市機能及び生活機

能の確保、充実に向け、連携して

取り組む事項について定めた。 

 

北空知定住自立圏共生ビジョン 

平成 30年度構想を策定し、全ての住民が住み慣れた地域で暮らし

続けることができる圏域づくりを進め、さらに、圏域を構成する市

町がお互いに協力・連携しながら、地域資源を活かした魅力あふれ

る地域づくりを目指す。 

２【地域連携事業の推進】 

北空知における広域連携の促進 

 

 

快適な暮らし 

○秩父別温泉入館料助成事業 

○タクシー助成事業 

○宅配食事サービス事業 

○除雪サービス事業 

○灯油代、屋根雪除雪費用助成事業 

○高齢者グループハウス「らいふ」 

○上下水道低額料金設定 

安心な暮らし 

○緊急通報システム 

○秩父別町シルバー見守り協議会 

○ちっぷＱ救ボトル 

○ＳＯＳネットワーク 

 

健康で元気な暮らし 

○まるごと元気運動教室 

○ふれあい・いきいき広場 

○出張健康相談、健康教育 

○各種健診無料 

○人間ドック受診費用一部助成 

○65歳以上の方の肺炎球菌ワクチン、 

インフル予防接種一部助成 

１【経済・生活圏の形成】２【安心なくらしの確保】 

高齢者等が安心して暮らせるまちづくり 
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≪第３章≫　総合戦略検証報告
１．しごとをつくり、安心して働けるようにする　　

数値目標 基準値【平成30年度末】
目標値

（令和6年度）
(令和5年度）

評　　価

農業
従事者数

419人
356人

（85％以上維持）
A

耕作放棄地
面積

0㎡ 現状維持 A

町内
事業所数

97事業所
（秩父別商工会調査）

現状維持 B

（３）施策に対する重要業績評価指標（ＫＰＩ）

分類
重要業績評価指数（ＫＰＩ）
基準値【平成30年度末】

目標値
（令和6年度）

(令和5年度）
評　　価

■６次産業化取組件数
　 0件（5年間）

5年間：新規1件 C

■トマトジュース「あかずきんちゃ
ん」　製造量26,565ℓ

25,000ℓ以上 A→C

■農産物等を利用した商品開発
　 4件（5年間）

5年間：新規4件 A

2
商工業の
振興

■交付金を利用した商店街の
   活性化に向けた取り組み件数
　 2件（5年間）

5年間：新規2件 A

■農業・商工業後継者数
　 9名（5年間）

5年間：5人 A

■新規創業者
　 2件（5年間）

5年間：2件 C→A

4
企業誘致の
推進

■進出企業数
　 2件（5年間）

5年間：1企業 C

（１）基本的方向

　人々が地域に定着するためには、地域経済の活性化を図り、多様な人材が自らの能力を発揮し、生活の糧となる安定的な所得が得ら
れる就業の場を確保することが必要です。
　このため、基幹産業である農業の振興はもとより、商工業の振興を図るとともに、後継者を確保するための施策を進めます。
　また、農産物等の地域資源を活かした商品開発の推進を図り、就業の場の確保や農業並びに商工業全体の収益向上を目指します。
　企業誘致の実現は、雇用の確保のみならず税収増など経済活性化に高い効果があるため、幅広く情報収集を行い、進出企業等に対し
て支援策を講じ、誘致に繋げていきます。
　加えて、道や北空知圏域をはじめとする広域連携を推進し、より効果的な新しい事業を検討し、取り組んでいきます。

（２）基本目標

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

　374人（R6年3月現在）　 基準値の89.0%維持

　現状維持

　90事業所（基準値の7.2％減少）

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

0件
累計：0件

24,946ℓ
（栽培契約者　R4：9名→R5：8名）

2件、累計：新規7件
トマト大福、ミドナポソースレトルト、トマトジュースあか
ずきんちゃん無塩、ザ.プレミアムあかずきんちゃん、真
空パック無洗米ななつぼし300g、米粉フィナンシェ、み
そだんご（秩父別振興公社）

2件（新規創業2件）
累計：9件（新規創業3件、店舗等増築6件）

4名
累計：7名（農業7名、商工業0名）

2件
累計：3件（商業関係3件）

0件
累計：0件

1
農業の
振興

3
人材育成・ 
雇用対策
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（４）施策・実施事業

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇農地所有適格法人設立支援事業 ○ 0件

◇北いぶき農協との連携体制強化 ○

良品質米栽培助成事業補助
金として、田にケイ酸資材を施
した場合にその経費の40%ず
つを共同で補助した

◇農業法人に対する経営相談 ○
商工会において、農業法人に
対し経営相談を行った。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇北いぶき農協との連携体制強化 × 実績なし

◇６次産業育成事業 × 実績なし

◇先進地視察 × 実績なし

◇農産物加工センター管理運営 ○

・利用者数　1,633名
　（前度年比3.4％増）
・加工教室3回、つながるフェ
スタ4回実施

◇地場農産物及びその加工品の
   学校給食等への利活用と事業
   化・販売促進のための広域化
   事業

事業終了

◇農産物等を利用した商品開発 ○
米粉フィナンシェ、みそだんご
（秩父別振興公社）

◇トマトジュース製造事業 ○

令和5年度実績　24,946ℓ
　(前年比 10,494ℓ減）
栽培契約者8件
　(前年比1件減）
作付本数9,905本
　(前年比1,194本減）

◇加工用トマト作付推進事業 ○ 8件　　交付実績1,674,975円

（１）担い手の育成・創出 令和5年度　施策の進捗状況
高齢化の進行や後継者不足により、農地の受け手の問

題が危惧されています。
このため、農地の受け皿や農業継承者である担い手を育

成し、農地の円滑な利用集積と農業生産の維持向上を図
り、スマート農業など新しい技術を取り入れながら担い手の
確保・育成に努めます。

産業課・農委
　近年は複数戸による農地所有適格法人の新規設立はなく、法
人数は16件となっている。農地の円滑な利用集積と農業生産性
の維持向上のための支援を行う。

（担当部門） 今後の課題・方向性

役場産業課
今後においても育成支援に
努める。

役場産業課
北いぶき農協

北いぶき農協と他の２団体
（農委・改良区）との連携を
検討する。
R6からは、農協と連携し農
業資材高騰対策のため土
壌診断費用を助成する。

商工会 継続し支援を行う。

（２）６次産業化の取組の推進 令和5年度　施策の進捗状況
農産物の利用により、雇用を生む産業の創出を推進し、

地域の再生と活性化を図ります。
農産物加工センターの適切な管理運営を行い、農産物の

加工品の製造・開発の場を提供し、農業の振興と地域の活
性化を図ります。

また、人気特産品であるトマトジュース「あかずきんちゃ
ん」の製造・販売の維持を図るとともに、トマトとミニトマトの
ブレンドジュース製造など、新たな取り組みを進めます。

産業課・企画課
・農産物等を利用した商品開発では、秩父別振興公社が温泉と
道の駅で米粉フィナンシェ、みそだんごの販売を開始した。商品
開発件数は、令和2年度からの累計で7件となった。
・トマトジュース製造については、栽培契約者の減少したこと等に
より生産量が29.6％減少した。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課
北いぶき農協

農産物の利活用の方策等
含め検討協議。

役場産業課

北空知圏地場産農産物利
活用協議会において、平成
28年度～令和2年度の5か
年間で取り組んだが、6次
産業化に至らなかった。
今後は情報を収集しなが
ら、必要に応じ支援する。

役場産業課
必要に応じ視察し、実現に
向けた方策等検討する。

役場企画課
加工教室やつながるフェス
タを継続実施し、利用促進
を図る。

役場産業課
教育委員会

令和2年度末で北空知圏地
場産農産物利活用協議会
は解散し、北空知圏学校給
食組合が事業を引き継いで
いる。

役場産業課
役場企画課
北いぶき農協

情報を収集しながら、継続
し開発を行う。

役場企画課
秩父別振興公社

・高齢化による担い手不足
が課題。
・今後、収穫量、製品出来
高の向上を目指し、栽培講
習会を継続して実施する。

役場企画課
・高齢化による担い手不足
が課題。
・作付維持のため継続。

1
農業の振興
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（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇農作物栽培試験事業 ○
作況圃試験、ブロッコリー品種
比較試験

◇新農業開発事業 × 実績なし

◇ブロッコリー作付奨励助成事業 ○ 14名　　交付実績1,248,000円

◇取組企業等に対する支援 × 実績なし

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇商工業活性化対策交付金事業 ○

実績：1件　
秩父別町銘菓取扱店
ぽてとちっぷべつ包装紙増刷
補助額　143千円

◇商業振興店舗等建設促進
   補助事業

○ 実績：2件　補助額　1,992千円

◇街路灯LED推進事業
（※令和3年度 ４の地球温暖化対
策の推進に移動）

４の地球温暖化対策の推進に
移動

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇中小企業保証融資利子補給事業 ○
新制度　7件 153千円
旧制度　3件　34千円 

◇中小企業保証融資預託金事業 ○

令和5年度当初
　融資件数　3件
令和5年度末
　融資件数　1件

◇商工会経営改善普及事業 ○
商工会が行う中小企業の経営
安定・向上のための指導業務
推進に対して助成。

◇商工振興対策補助事業 ○
地域振興に資する各種イベン
トやポイントカード事業等を
行った。

（３）農産物のブランド維持・育成 令和5年度　施策の進捗状況

町のブランドであるブロッコリー栽培の維持・拡大を図ると
ともに、農業基盤の強化を図るため、他地域との競争に負
けないよう地域資源を活かした新しいブランド創出を目指し
ます。

産業課
・ブロッコリーの町として、定着が図られているが、作付面積が減
少傾向であり、JAと連携しながら栽培技術の向上等に取組み、
収穫量の確保や作付意欲の向上を図る。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課
北いぶき農協

今後、栽培試験の内容をＪ
Ａと協議、検討する。

役場産業課
北いぶき農協

６次産業化を含め、推進並
びに支援をする。

役場産業課
・作付面積減少が課題。
・作付維持のため継続。

役場産業課

（１）商店街の活性化 令和5年度　施策の進捗状況
町民はもとより、屋内外遊戯場等を訪れる観光客をター

ゲットにした魅力ある商店づくりやサービスの向上を図ると
ともに、地域の特性に根ざした新商品の開発を促進しま
す。

また、空き店舗の有効活用を促し、商店街の活性化を図
ります。

産業課
・魅力ある商店づくりを促進するため、引き続き店舗の建設・改修
を行う事業主に対して補助を行い、既存店舗や空き店舗の利活
用を図る。
・創業者に対する支援を強化することで、商店街の活性化を図
る。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課
商工会

今後も、商工業活性化に資
する発案に対して補助を行
う。事業活用の推進に努め
る。

役場産業課
商工会

・高齢化により店舗の建設・
改修を行う事業主が少なく
なってきている。
・今後は、新規創業者に対
する支援を強化し、更なる
商業振興を図る。

役場企画課

（２）経営アドバイスや融資の支援 令和5年度　施策の進捗状況

企業や商店等の持続的・安定的な経営を確立するため、
指導者の確保や資金面での支援を行い、地域経済基盤の
安定、商工業発展を図ります。

産業課
　資金面・指導面での支援を行い、地域経済基盤の安定が図ら
れた。引き続き支援を行っていく。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課
商工会

継続した支援を行う。

役場産業課
商工会

新規融資は令和元年度末
で終了。貸し倒れ等が起こ
らないよう、商工会をとおし
て融資活用店舗の経営指
導を徹底する。

役場産業課
商工会

・事業者の高齢化に伴い地
域店舗数が減少してきてい
る。
・今後は、中小企業の経営
安定等の指導を継続しつ
つ、新たな創業者への支援
を行う。

役場産業課
商工会

・町内向けのイベントが多
く、他町村の方を呼び込む
ような工夫が必要。
・更なる地域振興を図るた
め、既存事業のブラッシュ
アップを図る。

2
商工業の
振興
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（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇新規就業者研修事業 × 実績なし

◇産業後継者等育成推進協議会
   支援事業

× 未実施

◇農業経営基盤強化資金利子
   補給事業

事業終了

◇産業後継者新規就業支援事業 ○ 農業後継者4名200万円

◇農業・商業経営者及び従事者の
   研修費補助金事業

〇 JA青年部道外1名50千円

◇産業後継者奨学金事業 ○ 実績なし

◇ラジヘリ資格取得補助事業 ○ 実績なし

◇地域おこし協力隊事業 ○

・協力隊2名が活動。
・募集を行い、1名採用した
・8月におためし協力隊事業を
実施。町外から5名が参加し
た。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇新規就業者移住支援事業 ○ 実績なし

◇介護従事者定住促進事業補助金 × 令和4年度末で廃止

◇公共職業安定所等との情報連携 × 取り組みなし

◇町内就業者定住促進家賃助成事業 ○ 26件　交付実績3,644,441円

◇北海道ふるさとワーキングホリデー
　 事業

○

8～9月にかけて2名を受け入
れた。1名は学生で、公社にて
トマトジュースの製造業務に
従事。1名は移住希望者で、
温泉での接客に従事した。

（１）農業・商工業の後継者及び新規就業者の育成・確保 令和5年度　施策の進捗状況

意欲ある担い手が中心となる産業構造確立と安定した経
営推進を図るとともに、人口減等により担い手不足を補うた
め新規就業者の育成・確保対策を行います。

産業課
　過去5年間で農業に13名、商業に2名の後継者が就農及び就業
した。今後においても新規就業者・後継者育成支援等を推進して
いく。
企画課
　協力隊は2人体制を維持。8月にはおためし協力隊事業を実施
し、町外から5名が参加した。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課
事業の体制整備等確立し、
新規就農者を募集する。

役場産業課
参加者の確保並びに事業
の内容について検討。

役場産業課

役場産業課 引き続き支援する。

役場産業課 引き続き支援する。

役場産業課 引き続き支援する。

役場産業課 引き続き支援する。

役場企画課
引き続き募集を行い、新規
隊員の確保を図る。

（２）雇用促進 令和5年度　施策の進捗状況
新規就業した定住者への支援を行うとともに、東京圏等

からの雇用を積極的に取り組む企業を支援します。また、
公共職業安定所等と情報連携を行い、求人情報を発信し、
雇用を促進させます。

北海道と連携し、ふるさとワーキングホリデー事業を実施
し、若者に町内で働きながら、まちの魅力や暮らしを体感し
てもらい、将来的な移住や地域の人材不足の解消を目指し
ます。

建設課
　平成29年度から町内就業者定住促進家賃助成事業を実施、定
住が促されている。
住民課
　平成29年度に介護従事者定住促進事業補助金を創設している
が、令和4年度末で廃止している。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
マッチング企業を増加させ
ることが課題。

役場住民課 令和4年度末で廃止

役場産業課
商工会

雇用情報の閲覧希望者が
少ない

役場建設課 継続

役場企画課

町の魅力・暮らしを働きな
がら体験することで将来的
な移住や地域の人材不足
の解消に繋がることに期待
する。

3
人材育成・
雇用対策
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（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇情報収集活動 ○
有力な情報がなく成果をあげ
ることができなかった。

◇企業立地促進事業 ○
ＨＰで立地企業に対する優遇
措置の紹介を行った。

◇広域的な企業誘致の協議 × 取組なし

◇誘致場所の選定・確保 ○
R2に管財担当と協議し、誘致
場所として可能性のある町有
地の確認を行った。

◇障がい者施設建設費補助事業
※令和3年度追加

事業終了

（１）情報収集活動強化と進出企業に対する支援 令和5年度　施策の進捗状況

広く情報収集に努め、誘致場所の確保を図り、企業誘致
実現を目指します。

また、町に施設を設置する事業者に対し、用地取得や施
設建設費用の支援、税優遇措置を行い、企業立地促進し、
町経済の発展及び雇用機会拡大を図ります。

さらに、立地の可能性を高めるため、近隣市町と連携し、
広域的な企業誘致を検討します。

企画課
・企業誘致に関し有力な情報を得ることができなかった。引き続
き情報収集に努め、起業誘致を図る。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課 継続し情報収集を行う。

役場企画課
企業立地促進条例対象と
なる企業があれば優遇措
置を行う。

役場企画課
北空知圏振興協議会等に
おいて、企業誘致の可能性
について情報収集を行う。

役場企画課
限られた土地しかなく、進
出企業の条件に合うかが
課題。

役場住民課

4
企業誘致の
推進
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２．新しい人の流れをつくり、転入者を増やし、人の流出を防ぐ
（１）基本的方向

（２）基本目標

数値目標 基準値【令和元年度】
目標値

（令和6年度）
(令和5年度）

評　　価

社会増減 5年平均 ： -17人 ±0 A→C

観光客
入込数

年間630,000人
（令和元年見込）

640,000人 C

（３）施策に対する重要業績評価指標（ＫＰＩ）

■住宅購入件数
 　21件（4年間）

5年間：20件 A

■転入者
　 73人（5年平均）

5年平均：73人以上 A→C

■町ホームページアクセスＰＶ数
　 年間161,836件

年間170,000件 A

■ふるさと納税額（年間）
　 令和元年度見込　360,000千円

600,000千円 A

3
教育環境
の充実

■０歳～高校卒業までの子どもを
　 養育している世帯の転出数抑制
　 6世帯（5年平均）

5年平均：5世帯以下 A

　温泉や屋内外遊戯場を核とした各種レクリエーション施設及びローズガーデンなど既存の観光資源を、各種イベントや広告媒体等を通じ
て町外にＰＲし、知名度の向上を図るとともに、お客のニーズを把握し、サービス向上に努め、観光客の維持・増加を図ります。
　また、外国人観光客の来訪を促すための取組みや受入体制の強化を行っていきます。
　加えて、　「定住人口」でもなく、「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人「関係人口」に着目し、地域外からの交流の入り口を増や
し、地域づくりの担い手や将来の定住へ繋がる関係人口の創出に向けた取組みを推進します。
　人口減少の最大の要因の一つは、生産年齢人口の流出にあるため、新社会人や子育て世代を中心とした人口の移住・定住の促進を図
るため、住まい、教育に関する施策を総合的に行います。
　東京圏への一極集中の是正に関しては、町で実施している移住定住対策等をＰＲし、新規就業による定住者へ経済的な支援をし、UIJ
ターンに対する移住・定住の促進を図ります。

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

　令和5年1月～12月：-33人（転入45人、転出78人）
　4年平均：-11.5人（令和2年-13人、令和3年+4人、令和
4年-4人）

　600,806人　（令和5年4月～令和6年3月）
　（基準値から10,000人増加する目標に対し29,194人の
減）

　7件（新築住宅　4件、中古住宅　3件）
　累計：30件（新築住宅　18件、中古住宅　12件）

　令和5年1月～12月：45名
　4年平均：65.5人（令和2年67人、令和3年69人、
　令和4年81人）

　495,825件

　1,021,628千円（目標値の170.3％、前年比17.8％増）

　　46,179人（目標値の56.3％、前年比8.3％減）

　令和5年1月～12月：4世帯
　4年平均：3.25世帯（令和2年3世帯、令和3年2世帯、
　令和4年4世帯）

分類
重要業績評価指数（ＫＰＩ）
基準値【平成30年度末】

目標値
（令和6年度）

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

(令和5年度）
評　　価

1
移住定住
促進

2
知名度向上・
交流人口の
増加

■入込客数（年間）
　 2019年度見込
　 ・秩父別温泉                170,000人
　 ・キッズスクエアちっくる 　 80,000人

178,000人
82,000人

　166,040人（目標値の93.3％、前年比22.96％増） C
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（４）施策・実施事業

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇空き家等情報提供制度 ○
新たに空き家4物件、空き地1
物件の情報を町HPに追加。2
物件の売買が成立した。

◇空き家調査 ○

町内会長等からの情報等によ
り、空き家と思われる物件の
現地調査を行い空き家を確認
した。

◇空き家台帳更新 ○

町内会長等からの情報等によ
り、空き家と思われる物件の
現地調査を行い空き家台帳を
更新した。

◇空き家活用促進事業 ○

空き家所有者等にパンフレット
配布や空き家・移住相談者等
に対し活用を促すなど利活用
の促進を図った。

◇住宅等除却費補助金 ○ 12件　交付実績10,226千円

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇住宅用地取得補助金交付事業 ○ 4件　交付実績2,818千円

◇新築住宅取得補助金交付事業 ○ 4件　交付実績6,500千円

◇新婚世帯・子育て支援引越費用
   助成事業

○
2件（新婚0件、子育て2件）
交付実績400,000円

◇町内就業者定住促進家賃助成
   事業

○ 26件　交付実績3,644,441円

◇住宅リフォーム補助金交付事業 ○
22件（持家19件　空家3件）
交付実績6,384,000円

◇介護従事者定住促進事業補助金 ○ 実績なし

◇定住促進賃貸住宅建設補助事業
　※令和６年度追加

○
令和５年度１棟６戸建設に対
する補助を実施

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇移住フェア等のイベント参加 ○
東京ビックサイトで開催された
ＪＯＩＮ移住フェアに参加

（１）空家等対策事業 令和5年度　施策の進捗状況

空き家、空き地等の情報収集に努め、空き家等情報提供
制度（空き家バンク）をHPで周知し、制度利用者を増やし、
空き家所有者と購入希望者の橋渡しを行います。
　また、総合的な空き家対策に取り組み、空き家の有効活
用を図り、移住定住の促進につなげます。

企画課
・空家等対策計画に基づき、空き家・空き地等の情報収集、空き
家等情報の町HP・北海道空き家バンク等への掲載、補助金によ
る空き家の除却の推進を図った。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課

北海道空き家バンクと連携
し、今後も引き続き情報提
供する。空き家所有者等に
情報提供を促す。

役場企画課
定期的に現地調査を実施
し、空き家の有効活用及び
危険空き家の把握を図る。

役場企画課
随時情報を収集し、台帳を
更新する。

役場企画課 継続して行う。

役場企画課 継続して行う。

（２）人口減少抑制のための対策の強化 令和5年度　施策の進捗状況
　さまざまな支援策を講じ、新社会人や子育て世代を中心
とした生産年齢人口の流入・定住の促進を図ります。

企画課・建設課・住民課
　下記事業の実施により移住定住が図られている。継続して実施
する。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
4件の内2件は中古住宅取
得によるもの。空き家の活
用促進に期待。

役場企画課 継続

役場建設課 継続

役場建設課 継続

役場建設課 継続

役場住民課
マッチング企業を増加させ
ることが課題。

役場企画課
ニーズを把握し、供給過剰
とならないよう必要に応じて
事業者を募集

（３）東京圏等の都市部へのＰＲ 令和5年度　施策の進捗状況

　町ホームページを活用するとともに交流イベント等に参加
し、移住定住対策等をPRし、UIJターンなどの移住・定住の
促進を図ります。

企画課
　東京ビックサイトで開催されたフェアに出展し、移住定住、なつ
みの里、ふるさと納税等のＰＲを実施した。また、道内都市部等
へのPR事業としてキュービックワンダーランドを実施し、関係・交
流人口の創出に取り組んだ。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
空知総合振興局と連携しな
がらオンライン開催参加も
含め検討する。

1
移住定住
促進
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◇ふるさと回帰同窓会補助事業 ○
18件、385人（町内83、町外
302）、372,000円

◇新規就業者移住支援事業 ○ 実績なし

◇子育て支援・移住定住PR事業
※令和5年度追加

○

子育て世帯をターゲットしたイ
ベント「キュービックワンダーラ
ンド＠ちっぷべつ」を開催し、
各種施策PRを実施した。
来場者数6,800人（前年比
2,800人、70％の増）

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇なつみの里交流事業 ○
感謝祭が行われるなど田舎の
親戚と利用者との交流がおこ
なわれた。

◇地域おこし協力隊事業 ○

・協力隊2名が活動。
・募集を行い、1名採用した
・8月におためし協力隊事業を
実施。町外から5名が参加し
た。

◇お試し暮らし移住体験住宅 ○
ワーホリ参加者2組、タイ人の
暮らし体験15組利用

◇北海道ふるさとワーキングホリ
デー事業

○

8～9月にかけて2名を受け入
れた。1名は学生で、公社にて
トマトジュースの製造業務に
従事。1名は移住希望者で、
温泉での接客に従事した。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇秩父別産新米普及マラソン
   大会開催

○
参加申し込み705名
出走者数630名

◇秩父別とんでんまつり開催
※令和４年度修正

○
4年ぶりの開催
参加者約1,500人

◇地場産品販売イベント等参加 ○

・大ほっかいどうまつり出店
・空知フェア出品
・旭川駅マルシェ出店
・チカほっかいどう出店

◇農産物等を利用した商品開発 ○
米粉フィナンシェ、みそだんご
（秩父別振興公社）

◇町ホームページ運営事業 ○ 町HP　PV件数　495,825件

役場企画課

コロナ禍が少しずつ改善さ
れたことにより、コロナ禍前
並みの利用があったため、
同窓会開催場所として、町
内利用が促進されている。
今後も事業継続していく。

役場企画課
マッチング企業を増加させ
ることが課題。

役場企画課

移住定住に向けたPRの継
続、ボランティアの起用によ
る協働のまちづくりや学生
スタッフ起用による関係人
口の創出等の促進

（４）都市との交流推進 令和5年度　施策の進捗状況

　滞在型市民農園の利用者との交流や地域おこし協力隊
制度を活用し、地域外の人材を積極的に誘致し、その定
住・定着を図ります。

企画課
　滞在型市民農園の利用者との交流や地域おこし協力隊の活
動、ふるさとワーキングホリデー事業など、新型コロナウイルス感
染拡大前と同程度の規模行うことができ、地域外との交流が図ら
れた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
なつみの里利用者の確保
と交流をきっかけとした移
住定住への推進を図る。

役場企画課
引き続き募集を行い、新規
隊員の確保を図る。

役場企画課
観光目的の利用ではなく、
移住を考えている方や移住
体験事業での利用を促す。

役場企画課

町の魅力・暮らしを働きな
がら体験することで将来的
な移住や地域の人材不足
の解消に繋がることに期待
する。

（１）地場産品のＰＲ強化 令和5年度　施策の進捗状況

　各種イベントやふるさと納税制度を活用して、地場産品を
町内外にＰＲし、知名度の向上と交流人口の増加を図りま
す。

産業課・企画課
　新米普及マラソン大会や4年ぶりの開催となったとんでんまつ
り、地場産品販売イベントへの参加SNSやHP等オンラインを活用
したPRを行った。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場産業課

・参加者数が増えた場合の
駐車場確保
・大会運営方法の検討（雨
天時の運営等）
・必要人員のスリム化

役場産業課 新名称のもと開催する。

役場企画課
地場産品ＰＲのため継続し
て参加する。

役場企画課
役場産業課
商工会

情報を収集しながら、継続
し開発を行う。

役場企画課
情報を適切に更新し、情報
発信に努める。

2
知名度向上・
交流人口の
増加
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◇ふるさと納税推進事業 ○

ポータルサイトをR2に3つ、R4
に3つ、R5にも1つ増やし露出
の増加に努めた。
・R4年度　26,867件
　　　　　   866,945千円
・R5年度　27,649件
　　　　　　 1,021,628千円

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇秩父別温泉施設管理運営 ○
・指定管理者　
  秩父別振興公社
・166,040人（前年比122.94％）

◇観光体験牧場管理運営 ○ 来場者数　4,933人

◇ローズガーデン管理運営 ○ 来場者数　19,950人

◇ローズガーデンちっぷべつドッグ
ラン整備、運営※令和４年度追加

○
令和4年度から本格運用が始
まり、町内のみならず町外の
方も利用している。

◇秩父別温泉駐車場管理運営
※令和４年度修正

○
駐車場内の排水溝の老朽化
等により損傷が目立つため、
R3、R5に改修を実施。

◇各種レクリエーション施設管理運
営

○

年間利用者数（ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ：
16,872人、ふれあいﾌﾟﾗｻﾞ：
7,953人、生涯学習ｾﾝﾀｰ：
17,814人、郷土館：647人、図
書館：7,732人、B&G海洋ｾﾝ
ﾀｰ：1,608人、ﾃﾆｽｺｰﾄ：775人、
ﾊﾟｰｸｺﾞﾙﾌ場：13,042人、野球
場：1,033人、ｷｬﾝﾌﾟ場：6,204
人）

◇こども屋内遊戯場キッズスクエア・
ちっくる管理運営

○
年間入場者46,179人（前年比
91.7％）

◇屋外遊戯場キュービックコネク
ション管理運営

○
年間入場者36,158人（前年比
105.1％）

◇道の駅（特産物展示館）管理運営 ○
道の駅　来場者　299,200人
（前年比110.3％）

◇ベルパークちっぷべつ整備事業 ○

旧格技場解体工事、パークゴ
ルフ場管理棟照明LED化、
キュービックコネクション監視
カメラ増設、キャンプ場防犯カ
メラ設置

◇秩父別温泉宿泊施設改修事業 R2事業終了

◇秩父別温泉魅力向上・集客強化
事業※令和2年度追加

R2事業終了

役場企画課

他市町村と比較すると返礼
品のラインアップが少ない
ため、新たな返礼品発掘の
可能性を検討する。
また、新規ポータルサイト
の追加など、積極的な広報
活動に取り組み寄付金額
の増加を目指す。

（２）観光施設等の整備・維持 令和5年度　施策の進捗状況

　温泉や屋内外遊戯場を核とした各種レクリエーション施設
及びローズガーデン等の既存の観光資源を有効に活かし、
観光客入込数の増加を図ります。
　また、冬季間等の閑散期において、お客を呼び込む事業
を実施し、観光客数の底上げを目指します。

企画課・教育委員会
　新型コロナの影響によりR2～R4に各観光施設の利用者が大幅
に減少した。年々回復傾向にはあるが、十分ではない。特に秩父
別温泉への影響が大きく、引き続き指定管理料の増額支援をす
るなどし、温泉の運営を継続させ、観光振興・雇用の場の確保を
図る必要がある。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
指定管理者

新型コロナ感染の影響によ
り、R2から引き続き売上額
が大幅に減少したが、状況
の改善により、入込数は少
しずつ取り戻してきている。
指定管理料を増額して支援
し、観光・雇用の拠点として
運営を維持するほか、ウィ
ズコロナに対応しながら集
客を図る。

役場産業課
ローズガーデンと連携し、Ｐ
Ｒする。

役場産業課
指定管理者

SNSを活用し、集客力向上
に努める。
また、施設の老朽化が進ん
でいるため必要箇所を補修
する。

役場産業課
指定管理者

隣接するローズガーデンと
連携し、PRする。

役場企画課
観光客等が快適に利用で
きるよう維持管理する必要
がある。

教育委員会

・コロナ以前の数に戻って
きている
・老朽施設を含め必要箇所
は補修し、運営・維持する。

教育委員会
混雑時において入場制限
を継続する。

教育委員会
遊具等における劣化や損
傷の修繕。

役場企画課
指定管理者

継続して運営・管理を行う

教育委員会
指定管理者

利便性を高め、より利用し
やすい施設となるよう運営・
管理する。

役場企画課
指定管理者

役場企画課
指定管理者
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◇冬季間入込客増加推進事業 ○

スノーモービル、バナナボート
等を整備し、道の駅、野球場
で冬のアクティビティ体験事業
を実施した。延利用客265人

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇外国人観光客誘致事業 ○

・インバウンド事業職員による
訪日外国人旅行者向けに町
の魅力等をＳＮＳで発信。フォ
ロワー数約29万人（約5万人
増）
・タイ人向けの秩父別暮らし体
験や、タイ人観光客の案内等
を実施（訪問数128名）

◇移住交流推進委員会事業 ○
多文化交流コーディネーター
と連携し、屋内外遊戯場の多
言語放送を作成

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇幼児家庭教育事業 ○
認定こども園で、就学前の幼
児教育を実施

◇学習支援員設置事業　 ○ 小中学校に各1人配置

◇教育のICT化環境整備事業 ○

小中学校において、パソコン
及びタブレット端末を活用した
授業を実施
Ｒ5タブレット12台（小）電子黒
板1台（中）

◇夢の教室事業 事業終了

◇つばめの教室事業
※令和3年度追加

○

Ｒ５年度は中学校にて、イベン
トを企画する仕事を知る、挑
戦することの大切さを学ぶを
テーマに実施

◇子ども朝活事業 ○
8/1～8/3に実施（ラジオ体
操、B&Gチャレンジ、スポーツ
レク、論語の音読等）

◇子ども職業体験事業 ○
職場体験を実施している。（対
象：中学２年生：２日間）

◇外国語指導助手の設置 ○ 外国語指導助手１名の配置

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇学校備品整備事業 ○
計画的に小中学校の備品を
購入している。

◇小中学校における情報通信
　 ネットワーク環境整備事業

事業終了

◇義務教育学校整備事業
　※令和6年度追加

○
令和8年4月の開設に向け、小
学校の増改築等を実施

役場企画課
冬季間の集客増を目指し、
事業継続する。

（３）外国人観光客誘致 令和5年度　施策の進捗状況

　新しい観光客を獲得し、交流人口を増やし地域振興の強
化を図ります。

企画課
　インバウンド事業では延128名のタイ人を誘致することができ
た。また、多文化交流コーディネーターと連携し観光施設の多言
語放送を作成し、受け入れ態勢の強化が図られた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
役場産業課
商工会

関係人口の創出する取り組
みや外国人向けツアーメ
ニューの開発等を検討す
る。

役場企画課
異文化交流により外国人の
受け入れ体制の必要性や
共生意識の醸成を図る。

（１）幼児教育･学校教育の充実 令和5年度　施策の進捗状況

　地域の教育資源を活かした教育活動の推進と学力の向
上を図ります。

教育委員会
 概ね予定どおり各種事業を実施することができた。今後もニーズ
を把握し各種の事業を実施していく。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
教育委員会

継続

教育委員会 継続する。

教育委員会

継続して、小中学校におい
て、タブレット端末を活用し
た授業を実施
タブレット端末の更新時期
を検討

教育委員会
「つばめの教室」に事業内
容を変更

教育委員会

「夢の教室」から事業内容
を変更。将来のより具体的
な職業観をイメージできるも
のとし実施

教育委員会
他の教育事業も多い時期
であるため、実施について
検討する

教育委員会 継続

教育委員会 継続

（２）小・中学校施設等の整備 令和5年度　施策の進捗状況

　学校施設の安全性や快適性を確保するため施設整備の
充実を図ります。また、少子化や教育の多様性を見据えた
教材の導入を推進します。

教育委員会
　学校備品の整備事業については、計画的に実施している。
　老朽化した中学校の施設修繕を実施してきたが、義務教育学
校を開設するため、状況をみながら検討する。

（担当部門） 課題・今後の方向性

教育委員会
今後も計画的に備品を購
入する。

教育委員会

教育委員会
R5実施設計、R6・7施設整
備

3
教育環境の
充実

13



（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇アドベンチャー・イン・ちっぷべつ ○
6/10～11（小5・6年）、7/25（小
3・4年）に実施

◇各種スポーツ教室等開催 ○
フィジカルトレーニング、ランニ
ング、タグラグビー、スキーを
実施

◇子どもまちづくり検討会 ○

・中学生総合学習を各課担当
にて対応。
・中学2年生が総合学習にお
いて町に対しアイデアを提言
した。

◇世代間交流事業 ○

ちっぷっ子ふれあいスクール
参加児童を対象にまちづくり
協働隊の協力により、餅つき
体験を行った。

◇国際交流事業 ○

10/27にALT主幹でちっぷっ子
ふれあいスクール対象児童を
対象にハロウィンイベントを実
施

◇移動図書館 ○
小学校にわくわくＢＯＸ、中学
校にぶっくBOXの設置

◇こども屋内遊戯場キッズスクエア・
ちっくる管理運営

○
年間入場者46,179人（前年比
91.7％）

◇屋外遊戯場キュービックコネク
ション管理運営

○
年間入場者36,158人（前年比
105.1％）

B＆G海洋センタープール管理運営 ○ 年間入場者数1,608人

（３）子どものスポーツや趣味、遊びの環境整備 令和5年度　施策の進捗状況

　都市部と遜色のないニーズに合わせた学習環境を整備す
ることにより、子育て世代の転入を促進するとともに転出を
抑制させます。

教育委員会
・各種事業やスポーツ教室などを実施している。今後もニーズを
把握し、子どもたちが多種多様な経験を培えるよう各種事業を展
開していく。
・キッズスクエアちっくる、キュービックコネクション両施設で年間
入場者が82,337人。年間を通じた遊び場の確保が図られた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

教育委員会
令和6年度は6月に小3・4、
2月に小5・6を実施予定。

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会
指定管理者

混雑時において入場制限
を継続する。

教育委員会
指定管理者
※令和４年度修正

遊具等における劣化や損
傷の修繕。

教育委員会
必要に応じ設備等の更新を
行う。
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３．結婚・出産・子育てを安心してできるようにする
（１）基本的方向

（２）基本目標

数値目標 基準値【令和元年度】
目標値

（令和6年度）
(令和5年度）

評　　価

結婚の希望
をかなえる

婚姻数（40歳未満）
7組（5年平均）

7組（5年平均） Ｄ

出生数
出生数

14人（5年平均）
14人（5年平均） A→B

（３）施策に対する重要業績評価指標（ＫＰＩ）

分類
重要業績評価指数（ＫＰＩ）
【基準値平成30年度末】

目標値
（令和6年度）

(令和5年度）
評　　価

■25歳～40歳未満の未婚率
　 40.4％

40.0％未満 B

■乳幼児健診・5歳児健診受診率
　 97％

100% Ａ

■子育て支援センター開設日数
　 （年間）248日

240日以上 Ａ

■認定こども園の待機児童数
　 0人

0人 Ａ

■一時保育事業受入期間
　 通年（こども園の休園日を除く）

通年 C→A

　日本の人口減少は、出生数よりも死亡数が上回る自然減が続き、加速度を増しています。本町では、出生数を増やすため、結婚・出産
を妨げている要因を取り除くことで、結婚をし、子どもを産み育てたいと思える環境の充実を図ります。
　また、「子ども子育て応援宣言」のまちとして、「子どもの健康を守り、安全で安心な環境」、「子どもに優しく、子育て子育ちを支える環
境」、「子どもたちがよく学びよく遊び、社会性を培う環境」、「子どもたちの可能性を伸ばし、生き抜く力を育むことのできる環境」をつくるた
め、小さなまちだからできるきめ細やかで切れ目のない支援策を推進します。
　加えて、認定こども園の機能を十分に発揮させ、働きやすい環境を提供し、育児休業等働き方改革に取り組む企業の主体的な取り組み
を支援し、婚姻数及び出生数の増加を目指します。

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

　8組
　4年平均：4.5組（令和2年度3組、令和3年度2組、
　令和4年度5組）

　令和5年1月～12月：10人
　4年平均：11.8人（令和2年14人、令和3年8人、
　令和4年15人）

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

48.0%（令和5年12月31日）

乳児健診35人、1歳6カ月児15人、3歳児16人（受診率
94.8％）
5歳児健診13人（受診率100％）

　244日

　0人

　通年

1
結婚・妊娠・
出産・
子育ての
切れ目ない
支援

2
子育支援の
充実
3
教育環境の
充実

■０歳～高校卒業までの子どもを
   養育している世帯の転出数
   6世帯（4年平均）

5年平均：5世帯以下
　令和5年1月～12月：4世帯
　4年平均：3.25世帯（令和2年3世帯、令和3年2世帯、
　令和4年4世帯）

Ａ

4
働きやすい
環境づくり
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（４）施策・実施事業

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇婚活事業 × 未実施（事業内容検討中）

◇結婚祝い金交付事業 ○
5組
合計100万円交付

◇結婚新生活支援事業
※令和5年度追加

○
4組
1,035千円交付

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇子育て包括支援センター事業 ○
相談369件
関係機関調整171件

◇次世代育成事業 ○
思春期教室
小2（17人）、小4（19人）、
小6（8人）、中3（19人）

◇不妊治療費助成事業 ○
相談1件（対応回数2回）、
申請数2件（保険適用1件、先
進治療1件）

◇母子手帳交付・妊婦健康相談事業 ○

手帳交付8件、他転入届面接3
件
妊婦相談件数：実数15人、
延数40回

◇妊産婦定期健診・交通費助成事業 ○

助成妊婦実数15人（R4届出7
人、R5届出8人）
延べ回数148件、助成総額867
千円

◇乳幼児健診・5歳児健診 ○
乳児健診35人、1歳6カ月児健
診15人、3歳児健診16人、5歳
児健診13人

◇任意予防接種の費用全額助成 ○
おたふくかぜ（延21人）、インフ
ルエンザ（延173人）　総額978
千円

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇子育て支援センター事業 ○
委託により事業実施。年間
244日開設、1日平均3.8名利
用

（１）結婚支援 令和5年度　施策の進捗状況
婚活イベントや異業種交流等の出会いの場確保及び婚

姻後も安心して生活できるような支援策を行い、未婚化や
晩婚化の改善並びに定住促進を図ります。

産業課・企画課
　新型コロナの影響による婚姻機会の減少等で婚姻数が減少し
ていたが、回復に期待。社会情勢の変化もあり、出会いの場確
保に関する事業は内容の変更を検討している。

（担当部門） 今後の課題・方向性

役場産業課
参加者の確保並びに事業
の内容について検討。

役場企画課
結婚が促されることに期待
し事業継続する。

役場企画課
結婚に係る経済的負担軽
減のため事業継続する。

（２）周産期医療・母子保健事業の充実 令和5年度　施策の進捗状況

若い世代が妊娠・出産・育児を安心して取り組めるよう
様々な支援の充実を図ります。

住民課
　各種助成、健診、相談事業を実施し、妊娠・出産・育児に関する
切れ目のない支援をすることができた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課

令和6年度より児童福祉と
子育て包括支援センター事
業を統合し、子ども家庭セ
ンターを設置予定。引き続
き、切れ目のない子育ての
支援と内容の充実を図る。

役場住民課
生徒の保護者への事業周
知、関係機関との連携。

役場住民課
事業の周知、プライバシー
の保護。

役場住民課

全件妊婦訪問、相談実施を
今後も継続。
今後、栄養士による栄養指
導も合わせて実施予定。

役場住民課

H29年度より産婦健診の助
成拡大。
出生時の周知の徹底、産
後支援の充実。

役場住民課
健診事後のフォロー、関係
機関との連携。

役場住民課
接種内容についての周知
を行う。

３）子育て支援センターによる子育て支援 令和5年度　施策の進捗状況
専任保育士を配置し、子育て相談の援助、交流の場提

供、子育てサロンなどを行い、子育て家庭への支援を図り
ます。

住民課
　専任保育士（常勤）1名、臨時保育士5名を配置し、子育て家庭
への支援を実施できた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
入園者が増え、講座・行事
等の参加が減少傾向にあ
る。

1
結婚・妊娠・
出産・
子育ての
切れ目ない
支援
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（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇町立診療所、歯科診療所の確保 ○

医師確保対策、施設・設備等
の維持や整備により持続可能
な医療体制の確保に取り組ん
だ。

◇広域的な医療体制の検討 ○

北空知地域医療介護確保推
進協議会において、安心でき
る医療介護体制について検討
協議した。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇出産祝金事業 ○
交付11名
（第1子2名、第2子4名、第3子
以降5名）

◇保育料独自軽減 ○
国の無償化対象外となる０歳
～２歳までの保育料を基準よ
り50～70％軽減を実施

◇保育料2人目以降無料化 ○
同時入園等による2人目以降
の独自無料化を実施

◇0歳から高校生までの医療費
   全額助成事業

○ 助成額　10,378千円

◇子育て世帯支援事業（水道料等） ○ 143世帯　4,354千円

◇新小中学生入学祝品 ○
小学1年生11名に鍵盤ハーモ
ニカ他学用品、中学1年生8名
にジャージ上下2着を贈る。

◇新婚世帯・子育て支援
　 家賃助成事業

○ 22件　交付実績2,665,800円

◇ちっぷっ子・夢へのかけはしプロ
ジェクト補助金
※令和4年度追加

○ 2件　交付実績115,074円

◇学校給食無償化
※令和6年度追加

○
秩父別小・中学校に通う児童
生徒の保護者が負担する学
校給食費を無償化

◇在宅育児応援金
※令和6年度追加

日中、家庭で乳幼児を保育す
る家庭に対し月1万5千円の経
済的支援を実施

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇幼児家庭教育事業 ○
認定こども園で、就学前の幼
児教育を実施

◇学習支援員設置事業　 ○ 小中学校に各1人配置

◇教育のICT化環境整備事業 ○

小中学校において、パソコン
及びタブレット端末を活用した
授業を実施
Ｒ5タブレット12台（小）電子黒
板1台（中）

（４）安心できる医療体制の提供 令和5年度　施策の進捗状況
町立診療所、歯科診療所の確保はもとより、地域小児科

医、産婦人科医常勤不在などの状況を踏まえ、充実した医
療を提供できるよう、広域連携による検討を行い、問題解
決を図ります。

住民課
　北空知地域医療介護確保推進協議会において、安心できる医
療介護体制について検討協議した。手術や救急など一般的な医
療を北空知地域で提供する２次医療圏の体制確保を図っていく。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
現行の医療体制を維持で
きるよう計画的に施設・設
備等を整備していく。

役場住民課

２次医療圏の体制確保を
図っていく。
医師不足の解消や医療体
制確保が課題。

（１）子育て世代の経済的負担軽減 令和5年度　施策の進捗状況

高校生までの医療費全額助成など様々な支援をし、子育
て世代の経済的負担を減らすことにより、安心して子どもを
産み、育てることができる環境を整え、子育て世代の流出
抑制を図り、出生数増加を目指します。

住民課・建設課・教育委員会
　各種事業の実施により子育て世代の経済的負担減が図られ
た。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課 継続

役場住民課 対象者が減少している

役場住民課 対象者が減少している

役場住民課 継続

役場住民課 継続

教育委員会
継続して、新小中学校入学
児童生徒に記念品を贈る。

役場建設課 継続

教育委員会

小学4年生から高校生を対
象に、子どもが自らの夢に
向かって自主的に行う研修
等、家庭での教育費に補助
を行う。

教育委員会 令和5年度から実施

役場住民課 令和6年度から実施

（１）幼児教育･学校教育の充実 令和5年度　施策の進捗状況
　地域の教育資源を活かした教育活動の推進と学力の向
上を図ります。

教育委員会
 概ね予定どおり各種事業を実施することができた。今後もニーズ
を把握し各種の事業を実施していく。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
教育委員会

継続

教育委員会 継続する。

教育委員会

継続して、小中学校におい
て、タブレット端末を活用し
た授業を実施
タブレット端末の更新時期
を検討

2
子育支援の
充実

3
教育環境の
充実（再掲）
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◇夢の教室事業 事業終了

◇つばめの教室事業
※令和3年度追加

○

Ｒ５年度は中学校にて、イベン
トを企画する仕事を知る、挑
戦することの大切さを学ぶを
テーマに実施

◇子ども朝活事業 ○
8/1～8/3に実施（ラジオ体
操、B&Gチャレンジ、スポーツ
レク、論語の音読等）

◇子ども職業体験事業 ○
職場体験を実施している。（対
象：中学２年生：２日間）

◇外国語指導助手の設置 ○ 外国語指導助手１名の配置

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇学校備品整備事業 ○
計画的に小中学校の備品を
購入している。

◇小中学校における情報通信
　 ネットワーク環境整備事業

事業終了

◇義務教育学校整備事業
　※令和6年度追加

○
令和8年4月の開設に向け、小
学校の増改築等を実施

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇アドベンチャー・イン・ちっぷべつ ○
6/10～11（小5・6年）、7/25（小
3・4年）に実施

◇各種スポーツ教室等開催 ○
フィジカルトレーニング、ランニ
ング、タグラグビー、スキーを
実施

◇子どもまちづくり検討会 ○

・中学生総合学習を各課担当
にて対応。
・中学2年生が総合学習にお
いて町に対しアイデアを提言
した。

◇世代間交流事業 ○

ちっぷっ子ふれあいスクール
参加児童を対象にまちづくり
協働隊の協力により、餅つき
体験を行った。

◇国際交流事業 ○

10/27にALT主幹でちっぷっ子
ふれあいスクール対象児童を
対象にハロウィンイベントを実
施

◇移動図書館 ○
小学校にわくわくＢＯＸ、中学
校にぶっくBOXの設置

◇こども屋内遊戯場キッズスクエア・
ちっくる管理運営

○
年間入場者46,179人（前年比
91.7％）

◇屋外遊戯場キュービックコネク
ション管理運営

○
年間入場者36,158人（前年比
105.1％）

◇B＆G海洋センタープール管理運
営

○ 年間入場者数1,608人

教育委員会
「つばめの教室」に事業内
容を変更

教育委員会

「夢の教室」から事業内容
を変更。将来のより具体的
な職業観をイメージできるも
のとし実施

教育委員会
他の教育事業も多い時期
であるため、実施について
検討する

教育委員会 継続

教育委員会 継続

（２）小・中学校施設等の整備 令和5年度　施策の進捗状況
　学校施設の安全性や快適性を確保するため施設整備の
充実を図ります。また、少子化や教育の多様性を見据えた
教材の導入を推進します。

教育委員会
　学校備品の整備事業については、計画的に実施している。
　老朽化した中学校の施設修繕を実施してきたが、義務教育学
校を開設するため、状況をみながら検討する。

（担当部門） 課題・今後の方向性

教育委員会
今後も計画的に備品を購
入する。

教育委員会

教育委員会
R5実施設計、R6・7施設整
備

（３）子どものスポーツや趣味、遊びの環境整備 令和5年度　施策の進捗状況

　都市部と遜色のないニーズに合わせた学習環境を整備す
ることにより、子育て世代の転入を促進するとともに転出を
抑制させます。

教育委員会
・各種事業やスポーツ教室などを実施している。今後もニーズを
把握し、子どもたちが多種多様な経験を培えるよう各種事業を展
開していく。
・キッズスクエアちっくる、キュービックコネクション両施設で年間
入場者が82,337人。年間を通じた遊び場の確保が図られた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

教育委員会
令和6年度は6月に小3・4、
2月に小5・6を実施予定。

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

教育委員会
指定管理者

混雑時において入場制限
を継続する。

教育委員会
指定管理者

遊具等における劣化や損
傷の修繕。

教育委員会 必要に応じ設備等の更新を行う。
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（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇認定こども園管理運営 ○
指定管理者（社会福祉協議
会）による運営

◇認定こども園施設関係整備事業 × 実施なし

◇保育士確保対策事業 ○ 新規採用常勤職員4名

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇ちっぷっ子ふれあいスクール事業 ○
生き活き館にて実施。
　利用人数　延べ3,538人

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇認定こども園一時保育事業 ○
委託により事業実施。
延べ86人利用

（１）認定こども園待機児童ゼロ 令和5年度　施策の進捗状況

子どもの出生状況に応じ、施設の整備や職員の確保等適
切な措置をし、待機児童ゼロの維持を図ります。

住民課
　認定こども園は、定員内のため待機児童ゼロを維持できた。入
園する未満児が減ってきてはいるが、ニーズがないわけではな
い。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
保育士人材の適切な配置
と確保

役場住民課
経年による設備等の更新
の可能性あり

役場住民課
保育士人材の適切な配置
と確保

（２）放課後の遊びの場提供 令和5年度　施策の進捗状況

放課後に子どもたちが安全で健やかな活動ができる場所
を提供し、遊びを通じて異年齢間の交流等により、子どもの
健全育成を図ります。

教育委員会
　ちっぷっ子ふれあいスクール事業での、遊びを通じた異年齢間
の交流等により、子どもの健全育成が図られた。

（担当部門） 課題・今後の方向性

教育委員会 継続

（３）子育て・仕事の両立を支援 令和5年度　施策の進捗状況

保護者の仕事・病気・けが・育児疲れなど様々なケースに
応じて一時的に子供を保育できる環境整備を図ります。ま
た、「育児のお手伝いをしたい方」と「育児のお手伝いをして
ほしい方」が地域の中で助け合いながら子育てをする会員
組織・有償ボランティア組織を育成します。

企業等の産休・育休に対する積極的な取組みを支援しま
す。

住民課
　保護者の就業形態の多様化、傷病、育児疲れ等に伴う一時的
な保育が必要な児童に対する一時保育事業は、人材不足から
R4年度受入を休止したが、R5年度は保育士を確保し再開した。
　産休・育休への支援については、働き手不足のため積極的に
行えない状況にあると考える。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
受入体制により利用調整の
可能性あり。

4
働きやすい
環境づくり
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４．将来にわたり安心して暮らせるまちづくり　
（１）基本的方向

（２）基本目標

数値目標 基準値【令和元年度】
目標値

（令和6年度）
(令和5年度）

評　　価

住みよい町と
感じている人 64.4% 65.00% Ｃ

（３）施策に対する重要業績評価指標（ＫＰＩ）

分類
重要業績評価指数（ＫＰＩ）
基準値【平成30年度末】

目標値
（令和6年度）

(令和5年度）
評　　価

1
経済・
生活圏の
形成

■生活交通の確保 現状維持 Ｃ→E

■拠点福祉施設
 ・デイサービスセンター
 ・和敬園
 ・グループホームべにばら
・介護付き有料老人ホームサルビ

ア
 ・グループハウスらいふ
 ・グループホーム心空

■町内犯罪件数
　 0件

0件 A

■自主防災組織数
　 なし

4組織 A

3
地球温暖化
対策の推進
※令和3年度
追加

■町内会街路灯のＬＥＤ化率 90% Ａ

4
地域連携
事業の推進

■北空知圏域における広域事業に
　 向けての取組件数

新規1件 Ｃ

5
まちづくり・
まちおこしの
推進

■地域おこし協力隊員
　 1人

1人以上 Ａ

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

令和6年度アンケート実施予定

令和5年度　実績
（統計データ、事業実績により記入）

新型コロナウイルス感染症の影響により、バス、JRとも
減便あり。JR留萌本線は、R4.8の沿線自治体会議にお
いて、石狩沼田・留萌間は令和5年3月で、深川・石狩沼
田間は令和8年3月で廃止することに合意。
（路線バス）
・道北、沿岸バス　留萌⇔旭川　10往復⇒5往復に減便
・空知中央バス　深川⇔沼田　（平日）9本往復⇒5往復
に減便　（土日祝）5往復⇒3往復に減便
・高速るもい号　留萌⇔札幌　4往復⇒3往復に減便
（ＪＲ）
・深川→留萌　7本⇒6本に減便
・留萌→深川　9本⇒7本に減便
※R5.3石狩沼田・留萌間廃止、R8.3深川・石狩沼田廃
止

現状維持

１施設～診療日229日・延べ患者数5,385人

１施設～診療日275日・延べ患者数1,353人

重要犯罪、重要窃盗犯いずれも0件（令和5年1月～12
月）
（北海道警察ホームページ「市町村別認知件数」によ
る）

7組織

約100％（434/434）
令和5年度にＬＥＤ化を完了

今後、訪問介護事業の広域化について、調査研究を行
う予定

2名

　長期的に続くことが見込まれる人口減少の進行を見据え、地域の実情に適した形で、定住環境整備、地域医療の確保、高齢者福祉対
策、公共交通確保、防災対策など総合的な取り組みを行い、その取り組みが、将来の債務とならないように進めていきます。
　国内では、地震災害をはじめとして、気候変動に伴う災害や、凶悪な事件などの犯罪も増加傾向にあるため、自然災害や犯罪から身を
守るための意識を高め、関係機関等と連携し防災、防犯活動の充実を図ります。
 脱炭素社会を実現させ地球温暖化を防止するため、省エネルギー化の促進や再生可能エネルギー利用の推進を図り、将来にわたり持
続可能なまちづくりを目指します。
　人々の価値観の変化により、住民ニーズは多様化しており、それらに対応し、効率的な行政を遂行するため、住民と行政がそれぞれの
役割を果たしながら、協働のまちづくりを推進します。
　人口減少や財政状況が厳しい中、今後も多様な行政サービスを持続的に提供するため、北空知圏域をはじめとする広域連携を進めま
す。

■地域医療機関数
　 ・秩父別町立診療所
　 ・秩父別歯科診療所　

現状維持 Ａ

現状維持

現状維持
デイサービスセンター（定員1日25名）延6,334名、
らいふ（定数20室）：延17世帯・18名、
和敬園：80床、　べにばら：18室、
サルビア：15室、グループホーム心空定員30名

Ａ

2
安心な
くらしの
確保
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（４）施策・実施事業

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇地域生活交通確保補助金 ○

JR留萌本線廃止後の公共交
通確保のため、路線バスの赤
字補填により運行を継続させ
る。沼田線（空知中央バス）
4,200千円、留萌旭川線（沿岸
バス・道北バス）8,028千円。

◇スクールバス運行事業 ○

小中学生の登下校にスクール
バス2台を運行。他に校外学
習、中学校部活動等の送迎を
行った。

◇高速バス利用者タクシー助成 ○
8名、延べ23件　
助成額25千円

◇タクシー助成事業 ○ 349名、延べ5,912回 6,950千円

◇バス利用助成事業※追記 ○
218冊購入　利用実績1,787枚
664千円

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇生活道路維持事業 ○
舗装補修、区画線補修、付属
物補修等の実施

◇町道除排雪事業 ○
除雪延長96.4kmの実施、及び
11.4kmの排雪の実施

◇上下水道維持管理事業 ○
水道本管の新設工事216m 
3,190千円、漏水及び配管等
修理   1,213千円

◇高度無線環境整備推進事業
※追記

事業終了

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇診療所・歯科診療所運営維持 ○ 診療所収益補償　4,868千円

◇整形外科診療継続 ○ 毎週水曜日午前中実施　45回

（１）地域公共交通の維持・確保 令和5年度　施策の進捗状況

　現在の地域公共交通としての役割や機能を維持するた
め、関係機関に働きかけや既存公共交通の活用などによ
り、住民の生活交通の維持確保、利便性の向上を図りま
す。

企画課・住民課・教育委員会
・タクシー助成事業は、利用者が多く、60歳以上の方の町内にお
ける移動手段としての役割は大きい。
・JR留萌本線は、R4.8の沿線自治体会議において、石狩沼田・留
萌間は令和5年3月で、深川・石狩沼田間は令和8年3月で廃止す
ることが合意された。
・路線バスは、JR留萌線廃止後においても住民の利便性を損な
わないよう、関係機関と連絡調整を図りながら路線の維持や必
要な便数の確保などをしていく必要がある。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課
少数ながらも利用があり、
地域の足に必要なバス路
線の継続運行を図る。

教育委員会
継続して、効率的に運行す
る。

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

（２）安全で快適なインフラの確保 令和5年度　施策の進捗状況

　中心市街地における安全で利便性の高い生活に必要な
道路整備により、市街地機能の増進を図ります。
　また、町道の計画的で適切な除排雪を行い、冬季間でも
安全で快適な道路を維持します。
　安全な水道水の安定供給を図るため、計画的に老朽管
の更新を実施します。
　町内全域に高速ブロードバンドサービスを提供できる環境
を整備するなど快適な情報通信基盤づくりを推進します。

建設課
　引き続き、安全で快適なインフラ確保のため、維持管理や計画
的な更新を図る。
企画課
　R3に東日本電信電話（株）と連携して高度無線環境整備推進
事業補助金を活用し、電気通信設備の整備を行ったことにより、
町内全域で光ファイバの整備が完了している。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場建設課 継続

役場建設課 継続

役場建設課
老朽管の更新及び漏水の
修繕等維持管理を図る。

役場企画課 R4.3工事完了（繰越明許）

（１）地域医療の維持・確保 令和5年度　施策の進捗状況

　本町の医療機関は、町立診療所と町立歯科診療所があ
り、町立診療所は地域の初期医療を担っており、引き続き
支援を行っていきます。
　２次医療機関として地域センター病院（深川市立病院）が
ありますが、重度疾患については、旭川や札幌の病院で診
療しなければならず、広域連携等により高度医療・救急医
療を確保し、地域住民のニーズの応える医療環境の確立
に努めます。

住民課
　北空知地域医療介護確保推進協議会において、安心できる医
療介護体制について検討協議した。手術や救急など一般的な医
療を北空知地域で提供する２次医療圏の体制確保を図っていく。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課
収益補償及び診療機器の
適期更新を行う。

役場住民課 現状維持

1
経済・
生活圏の
形成

2
安心な
くらしの
確保
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◇広域的な医療体制の検討、協議 ○

北空知地域医療介護確保推
進協議会において、安心でき
る医療介護体制について検討
協議した。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇宅配食事サービス事業 ○ 利用22名

◇除雪サービス事業 ○ 利用15名

◇緊急通報システム ○ 利用6台

◇高齢者グループハウス運営事業 ○
入居延べ17世帯（単身16、
夫婦1）・18名

◇デイサービスセンター運営事業 ○ 利用者数延べ6,334名

◇温泉入館料助成事業 ○ 延べ8,460枚　2,115千円

◇高齢者等冬の生活支援事業
　 （灯油代）

○ 167世帯　1,971千円

◇高齢者等冬の生活支援事業
　 （屋根雪除雪）

○ 23件23世帯

◇人にやさしい住環境整備助成事
業

○ 実績なし

◇タクシー助成事業 ○ 349名、延べ5,912回 6,950千円

◇バス利用助成事業 ○
218冊購入　利用実績1,787枚
664千円

◇シルバー見守り協議会 ○
委員15名、協議会開催年1
回、住民への普及啓発

◇介護従事者確保推進事業補助金 ○
・資格取得支援補助　0件
・新規就労支援補助　2件
・就労継続支援補助　0件

◇まるごと元気体操教室 ○
年間48回実施　
延べ896名参加

◇脳活事業 ○
年間2回実施　
延べ16名参加

◇ＳＯＳネットワーク ○

高齢者が行方不明になった時
に、警察だけでなく、地域の生
活関連団体等が捜索に協力し
て、すみやかに行方不明者を
発見保護するしくみ。実績な
し。

◇ふれあい・いきいき広場 ○
年間11回実施
延参加人数　406人

◇出張健康相談・健康教育 ○
17回
延べ236人

◇インフル予防接種・人間ドック等
　 一部助成

○
インフル（小児173人、成人408
人、高齢561人）、人間ドック
102人

◇各種健診無料 ○ 延べ2231人

◇障がい者施設建設費補助事業
※令和3年度追加

事業終了

役場住民課

２次医療圏の体制確保を
図っていく。
医師不足の解消や医療体
制確保が課題。

（２）高齢者等が安心して暮らせるまちづくりの推進 令和5年度　施策の進捗状況

　お年寄りの方などが必要な時に最適なサービスを選択で
きるよう、福祉の充実を図ります。また、市街地に高齢者向
け住宅や老人ホームなどの福祉関連施設の立地促進に努
めます。

住民課
・民間運営の障がい者グループホームが平成29、30、令和3年度
に各1棟、計3棟(30戸）開設。
・既存各種サービスの継続に加え、高齢者等冬の生活支援事業
（屋根雪除雪）を実施した。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場住民課 継続

役場住民課
除雪ヘルパーの確保と高
齢化が課題。
委託料の検討が必要。

役場住民課
光回線に対応した利用要
望への対応

役場住民課 継続（予約待機者あり）

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 灯油単価の状況により検討。

役場住民課 継続

役場住民課 利用条件の緩和

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課
安心して暮らせる町を推進
する。

役場住民課
人材不足が懸念されること
から従事者の確保を図るた
め、継続実施。

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課
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◇Net119緊急通報システム導入 
※令和3年度追加

○

音声による119番通報が困難
な聴覚・言語機能障害者が円
滑に消防への通報を行えるよ
うシステムを導入。

◇多言語電話同時通訳サービス導
入※令和5年度追加

○

在日外国人や外国人観光客
など日本語によるコミュニケー
ションが困難な方が病気やケ
ガ、火災などの緊急に対応で
きるよう導入。

◇ちっぷつながりサポーター事業
　（集落支援員）
※令和6年度追加

サークルや団体の情報収集
や発信を通じて高齢者の社会
参加をサポート

◇スマホ教室
※令和6年度追加

○

スマートフォンの操作に自信
のない方が取り残されること
のないよう教室を開催、全10
講座

◇補聴器購入費助成
※令和6年度追加

○

障害者手帳の対象とならない
軽度・中程度の難聴児・者に
対して補聴器購入費の一部を
助成
令和5年度実績　7件 480,000
円の補助

◇アピアランスケア用品購入費助成
※令和6年度追加

がん等治療患者を対象に、
ウィッグなどの補整具購入費
の一部を助成

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇防犯灯・街路灯電気料等補助事
業

○
11町内会に対し、
2,909,052円を交付

◇街路灯LED推進事業
※地球温暖化対策の推進へ移動

地球温暖化対策の推進へ移
動

◇防災対策強化事業
※令和3年度名称変更

○

簡易トイレ、屋外用コードリー
ル、電源タップ、給水タンク用
消耗品（内袋等）、備蓄食糧・
飲料を購入した。

◇防災訓練 ○
交流会館で町内会、自主防災
組織を対象とした災害図上訓
練（DIG）を実施した。

◇自主防災組織育成支援事業 ○

自主防災組織の設立が７団体
となり、内４団体で防災訓練や
説明会が実施された。
４団体に対し、158,961円交付

深川消防署
秩父別支署

1市4町において、令和２年
８月１日より運用開始

深川消防署
秩父別支署

1市4町において、令和５年
５月１日より運用開始

役場企画課
つながる！ちっぷスマイル
プロジェクト事業、令和6年
度開始

役場総務課
役場企画課

つながる！ちっぷスマイル
プロジェクト事業

役場住民課 継続

役場住民課 令和6年度から実施

（３）犯罪や事故のない、災害に対応できる地域形成 令和5年度　施策の進捗状況

　安全な環境づくりのため、住民の防災・防火意識を高める
とともに住民を災害から守る危機管理体制の充実・強化や
再生可能エネルギーを活用したレジリエンス強化の推進を
図ります。
※令和3年度追加
　また、近年の多様化する犯罪を未然に防ぎ、安全で安心
な生活を確保するため、関係機関・地域団体と連携し、防
犯活動の充実を図ります。　

総務課
・防災意識を高めるため、広報誌に大雨・暴風雪・地震災害に関
する記事を掲載した。
・多様化する犯罪に住民が巻き込まれないよう、秩父別駐在所と
連携して、町内回覧による防犯情報を周知した。
企画課
・町空家等対策計画に基づき、空き家の適切な管理のための空
き家実態調査等を実施した。
消防
・火災予防啓発活動を実施し、住民の予防意識向上を図った。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場総務課

住民の安全な暮らしを確保
するため、引き続き町内会
に対して経費の9割を補助
する。

役場企画課

役場総務課

・年次計画により防災用品
を確実に備蓄する。
・令和６年度：簡易トイレ、
屋外用シンク、備蓄食糧の
購入及び災害時特設公衆
電話の整備を予定

役場総務課
引き続き年１回以上の防災
訓練を実施する。

役場総務課

引き続き設立希望町内会
への情報提供等を行い、新
規組織設立に向け支援を
行うとともに、設置組織へ
の活動支援等を行う。
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◇交通安全啓発事業 ○

・交通安全運動街頭啓発の実
施（4月・7月・9月・11月）
・交通安全教室の開催（認定
こども園・小学校・中学校）
・交通安全街頭啓発キャン
ペーン（7月・国道233号）
・飲酒運転根絶見廻り隊活動
の実施（7月・町内飲食店）

◇普通救命講習会開催 ○ 4回開催　36名受講

◇空き家実態調査 ○

・町内会長等からの情報等に
より空き家台帳を更新。
・秩父別町空家等対策計画策
定（Ｒ3.3）

◇子ども防犯パトロール ○
まちなか町内会ボランティアに
よる登下校時の見守り活動が
行われている。

◇迷惑電話対策機器購入助成事業 ○ 2件

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇街路灯LED推進事業 ○
防犯街路灯LED化をR2～5に
かけて順次実施
・R5中央西　127基

◇脱炭素化推進事業 ○
R6.2に町地球温暖化対策実
行計画（区域施策編）を策定

◇電気自動車やハイブリッド自動車
への移行※令和4年度追加

○
R5年度電気自動車を1台導入
した。

◇秩父別温泉エリアにおける地域マ
イクログリッド構築事業
※令和4年度追加

○

R4～6に秩父別温泉エリアで
地域マイクログリッドを構築
し、平時には太陽光発電によ
る再生可能エネルギーの地産
地消と、停電時にはエリア内
の避難所等への電力供給を
実現。

◇ゼロカーボン推進事業補助金
※令和6年度追加

住民、事業者向けの住宅の省
エネ化、太陽光発電・蓄電池
に関する補助金をR6年度に創
設。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇北空知圏振興協議会 ○
広域事業等について、必要な
事項を協議した。

◇元気村スタンプラリー実施 ○
北空知温泉施設共同事業部
会において実施された。

◇地場農産物及びその加工品の学
校給食等への利活用と事業化・販
売促進のための広域化事業

事業終了

役場総務課
積極的な交通安全啓発に
努める。

深川消防署
秩父別支署

町内各団体等への声掛け
を実施し、参加人員の拡充
を図る。

役場企画課
空き家対策総合交付金等
を活用し空家等対策の促
進を図る。

役場総務課
教育委員会

各町内会ボランティアの高
齢化に伴い、担い手の確保
が課題である。

役場住民課 継続

（１）脱炭素化事業の推進 令和5年度　施策の進捗状況

　省エネルギー化の促進や再生可能エネルギー利用の推
進を図り、将来にわたり持続可能なまちづくりを目指しま
す。
　また、再生可能エネルギーを活用したレジリエンス強化の
推進を図ります。

企画課・住民課
・R6.2に町地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を策定した。
・町内会の防犯街路灯LED化は完了、地域マイクログリッド構築
事業は第1期工事を実施しており、着実に進展している。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課

防犯街路灯のLED化を計
画的に行い、電気使用量等
の削減、長寿命化を図る。
R5完了。

役場企画課
役場住民課

町地球温暖化対策実行計
画（事務事業編・区域施策
編）に基づき脱炭素事業を
推進

役場総務課
積極的に活用し、脱炭素の
推進に寄与したい。

役場企画課
円滑な事業の遂行に努め
る

役場企画課
広報に努め、脱炭素事業に
取り組む住民、事業者を後
押しする。

（１）北空知圏域をはじめとする広域連携の推進 令和5年度　施策の進捗状況
　北空知圏域においては、平成30年に策定した「北空知定
住自立圏共生ビジョン」に基づき、多様な行政サービスを持
続的に提供し、地域の定住を促進していくために、医療、福
祉、交通、企業誘致など様々な分野の課題解決に取り組ん
でいきます。

企画課
・北空知定住自立圏構想及び北空知定住自立圏共生ビジョンに
より、各市町の予算の中で相互に連携し、広域観光に取り組ん
でいる。
・空知の魅力発信について、オール空知で取り組んでいる空知
地域創生協議会事業に参加し行った。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課

市町村が相互に役割分担
し、連携・協力を深め、圏域
に必要な生活機能の強化
等を図る。

役場企画課 継続

役場産業課
教育委員会

令和2年度末で北空知圏地
場産農産物利活用協議会
は解散し、北空知圏学校給
食組合が事業を引き継いで
いる。

3
地球温暖化
対策の推進
※令和3年度
追加

4
地域連携
事業の推進
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◇北空知衛生センター組合 ○

北空知1市4町で構成され、一
般廃棄物処理、し尿処理及び
火葬業務を行い、適切に運営
された。

◇深川地区消防組合 ○
119番一元化を実施
妹背牛、秩父別を深川署に集
約した。

◇北空知衛生施設組合 ○

北空知4町により構成され、不
燃ごみの最終処分場として埋
立処理を行い、適切に運営さ
れた。

◇空知教育センター組合 ○
空知24市町が共同で小・中学
校の教職員の研修等を実施

◇北空知圏学校給食組合 ○
北空知１市４町の小・中学校
の給食の提供を実施。

◇北空知広域水道企業団 ○
北空知1市4町で水道用水を
供給

◇中・北空知廃棄物処理広域連合 ○

中・北空知5市9町で構成さ
れ、歌志内市にある「中・北空
知エネクリーン」で可燃ごみを
焼却処理を行い、適切に運営
された。

◇介護認定等審査事務 ○
北空知1市4町で構成された介
護認定審査会で審査を実施。　

◇障害認定等審査事務
※令和3年度追記

○
北空知1市4町で構成された障
害支援区分認定審査会で審
査を実施。　

◇北空知地域いじめ問題
　 対策専門家会議

○
北空知１市４町のいじめ防止
に関係する機関及び団体の
連携を図る。

◇休日当番医事業・
　 夜間救急テレホンセンター事業

○
休日夜間の診療に広域的に
対応することで安心できる医
療体制を提供している。

◇北育ち元気塾 ○

北空知農業後継者育成支援
協議会において北空知管内
の農業後継者の育成支援を
目的とした研修を行う場として
開設され、研修が実施され
た。

（実施事業）
実施
有無

実施事業の実績

◇まちづくり・まちおこし事業補助金 ○
バラの音楽祭inちっぷ
合計300千円

◇公用車貸出事業 ○ 4件（前年比2件増）

◇まちづくり出前講座 ○
町ＨＰにより周知
実績0件

◇地域おこし協力隊推進事業 ○

・協力隊2名が活動。
・募集を行い、1名採用した
・8月におためし協力隊事業を
実施。町外から5名が参加し
た。

◇田舎の親戚 ○
田舎の親戚と利用者との交流
が図られた。

役場住民課

北空知葬斎場が建設から
49年経過し、老朽化により
火葬業務に支障をきたすお
それがあるため、令和7年4
月の供用開始を目途に施
設整備事業に着手した。

深川消防署
秩父別支署

沼田、北竜については令和
7年に深川署に集約する。

役場住民課 継続

教育委員会 継続

教育委員会 継続

役場建設課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

役場住民課 継続

教育委員会 継続

役場住民課 継続

役場産業課 継続

（１）人材の育成・確保並びにまちおこし事業の推進 令和5年度　施策の進捗状況
商工会、企業、各団体等と連携し、ちっぷべつの明日を築

く人材の育成・確保に取り組み、町民が行う、自主的・自発
的なまちづくり・まちおこしを支援し、地域の活性化や課題
解決を図ります。

企画課・産業課
・各団体による活動が新型コロナウイルス感染拡大前と同程度
の規模となっており、町民の自主的・自発的な取組が再開され
た。
教育委員会
・芸術鑑賞・高齢者を対象にした学びの場は提供済。まちづくり
出前講座については、要請があれば実施。

（担当部門） 課題・今後の方向性

役場企画課

新型コロナの影響で実績が
なかった。今後も継続して
各団体の自主的な活動を
支援する。

役場企画課 継続

役場企画課 継続

役場企画課
引き続き募集を行い、新規
隊員の確保を図る。

なつみの里指定管理
者役場企画課

自主的な活動を支援する。

5
まちづくり・
まちおこしの
推進
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◇まちづくり協働隊 ○

市街地清掃活動、墓地清掃活
動、雪像作りの実施等を通じ
た地域の活性化に向けた取り
組みが行われた。

◇北海道ふるさとワーキングホリ
デー事業

○

8～9月にかけて2名を受け入
れた。1名は学生で、公社にて
トマトジュースの製造業務に
従事。1名は移住希望者で、
温泉での接客に従事した。

◇移住交流推進委員会事業 ○
多文化交流コーディネーター
と連携し、屋内外遊戯場の多
言語放送を作成

◇地域活性化起業人派遣受入事業
※令和5年度追加

○
民間企業から1名の派遣を受
入れ、まちづくり推進のサポー
ト等を実施

◇高齢者を対象にした学びの場の
 　提供

○
秩父別「笑学校」
（高齢者大学）の実施。

◇各種講演会・芸術鑑賞事業 ○
中学校の芸術鑑賞として実施
した。

◇コミュニティ施設整備
※令和6年度追加

○
老朽化した中央コミュニティ会
館をバス待合所等の機能を併
せ持つ複合施設として整備

◇公式ＬＩＮＥ
※令和6年度追加

公式ＬＩＮＥをリニューアルし、
情報発信の多様化を図るとと
もに、以下のサービスを提供
ゴミ事典、ゴミの日リマインド、
道路・街路灯故障箇所通報、
防災無線に係る申請等

役場企画課 自主的な活動を見守る。

役場企画課

町の魅力・暮らしを働きな
がら体験することで将来的
な移住や地域の人材不足
の解消に繋がることに期待
する。

役場企画課
異文化交流により外国人の
受け入れ体制の必要性や
共生意識の醸成を図る。

役場企画課
民間の専門的な知識やノウ
ハウをまちづくりに活用す
る

教育委員会
秩父別「笑学校」
（高齢者大学）の実施。

教育委員会
芸術鑑賞事業の実施
（小学校対象）

役場総務課
R5実施設計、R6施設建設、
R7外構整備を予定

役場総務課
つながる！ちっぷスマイル
プロジェクト事業、令和6年4
月リニューアル
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図表１　年齢３区分別人口の推移

総人口 0～14歳 15～64歳 65歳以上

≪2023 年（令和 5 年）人口に関する資料≫ 

 

１．総人口の推移  

〇本町の人口は、戦後、急増し、1955 年（昭和 30 年）には 7,048 人に達し、その後、高度経済成

長期に伴う都市部への人口流出等により急減した。 

〇1975 年（昭和 50 年）以降は、減少率はやや鈍化したが、現在まで人口減少が続き、2024 年 1

月では 2,229 人となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 

 

※1920～2010 総務省「国勢調査」、2015～2024「住民基本台帳情報」1 月 1 日現在人口 
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２．直近の北空知 1 市 4 町の人口推移 

〇第 1 期秩父別町人口ビジョンを策定した 2015 年の人口は 2,614 人で、2017 年までの 2 年間で

181 人減少し、人口減少が進行した。 

〇2018 年は前年比 3 人増と 34 年ぶりの人口増となり、2019 年は前年比 12 人減、2020 年は前

年比 23 人減と、人口減少が抑制されたといえる。 

〇第 2 期秩父別町人口ビジョンを策定した 2020 年の人口は 2,401 人で、2021 年は前年比 36 人

減、2022 年は前年比 34 人減、2023 年は前年比 34 人減、2024 年は前年比 68 人減で、人口

は 2,229 人となった。4 年間で 172 人減少であり、人口減少の抑制傾向は弱まってきている。 

〇2015 年～2024 年の期間では、北空知 1 市 4 町のすべてで人口減少となっているが、本町は 8

年間で 385 人の減少、年平均で 42.8 人の減少で、減少率は 1 市 4 町の中で沼田町に次いで

低い値となっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表２-２　北空知 1 市 4 町人口減少率 

※北海道ホームページ住民基本台帳人口・世帯数から 

 住基情報 2015.1.1 住基 2024.1.1 住基 減少数 減少率 年平均減少率

 深川市 22,278 18,764 -3,514 15.8 1.76 

 妹背牛町 3,241 2,635 -606 18.7 2.08 

 秩父別町 2,614 2,229 -385 14.7 1.63 

 北竜町 2,041 1,637 -404 19.8 2.20 

 沼田町 3,326 2,840 -486 14.6 1.62 
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図表２-１　北空知１市４町人口推移
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３．直近の年齢区分別人口比較 

〇2024 年 1 月の総人口は 2,229 人で、前年比 68 人減少している。 

○年齢区分別でみると年少人口（0～14 歳）10 人減少、生産年齢人口（15～64 歳）36 人減少、高

齢者人口（65 歳以上）22 人減少した。 

〇2024 年の男女別人口は、男性 1,046 人、女性 1,183 人で、総人口に対する男女比率は約 47：

53 であり、概ね横ばいで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－２　総人口・3 区分別人口 

図表３－３　男女別人口 

※住民基本台帳人口 1 月 1 日 

 

 区分 総数（人） 年少人口(人・割合） 生産年齢(人・割合） 高齢者(人・割合）

 2023 年 2,297 230 10.0% 1,105 48.1% 962 41.9%

 2024 年 2,229 220 9.9% 1,069 48.0% 940 42.1%

 増減数　人 △ 68 △ 10 △ 36 △ 22

 増減割合　％ △ 3.0 △ 4.3 △ 3.3 △ 2.3

 
区分

男性 女性

 総数 年少人口 生産年齢 高齢者 　総数 年少人口 生産年齢 高齢者

 2023 年 1,079 112 554 413 1,218 118 551 549

 2024 年 1,046 110 532 404 1,183 110 537 536

 増減数　人 △ 33 △ 2 △ 22 △ 9 △ 35 △ 8 △ 14 △ 13

 増減割合　％ △ 3.1 △ 1.8 △ 4.0 △ 2.2 △ 2.9 △ 6.8 △ 2.5 △ 2.4
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図表３-１　　人口ピラミッド

男性2023年 男性2024年 女性2023年 女性2024年

男女ともに70歳前後 
が最も多い

男女ともに35歳未満 
の若い世代が少ない

男女比率は約 47：53
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４．出生・死亡・転入・転出数の推移 

○2023 年の人口動態は次のとおりであった。 

・出生数： 10 人（前年比 5 人減）　　・死亡数： 45 人（前年同数） 

・転入数： 45 人（前年比 36 人減）　・転出数： 78 人（前年比 7 人減） 

〇長期的には、人口減少に伴い出生・死亡・転入・転出数のいずれも減少している。 

○短期的には、新型コロナウイルス感染症の影響で、人流の抑制により転入・転出数が、婚姻数

の減により出生数がそれぞれ減少していたが、2022 年には転入数・転出数・出生数いずれも

増加したものの、2023 年には減少し、中でも転入数・出生数の減少が大きかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳人口・世帯数及び人口動態（2001-2004 年） 

※2005 年以降　住民基本台帳情報（人口動態 1 月から 12 月） 
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５．年齢３区分別人口移動の状況 

○年齢区分別転出数は、長期的には生産年齢人口の転出が減少し、高齢者人口の転出が増加

している。短期的にはほぼ横ばいである。 

○一方、年齢区分別転入数は、長期的にも短期的にも各区分とも概ね横ばいで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳情報（1 月から 12 月） 
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６．自然増減・社会増減 

○2023 年の自然増減（出生数－死亡数）は、35 人の減。 

〇2023 年の社会増減（転入数－転出数）は、33 人の減。 

〇自然増減は、2019 年に過去 20 年間で最も少ない 12 人の減となったが、近年は増加傾向。 

〇社会増減は、2021 年には 3 年ぶりの社会増となったが再び減少に転じ、2023年は大幅に減少

している。 

 

 
※住民基本台帳人口・世帯数及び人口動態より作成（2001-2004 年） 

※2005 年以降　住民基本台帳情報より作成（1 月から 12 月） 
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図表６　自然増減と社会増減
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７．婚姻数の推移 

○2023 年の婚姻数は 8 組で、前年比 3 組増加している。 

〇婚姻数は、新型コロナウイルス感染症の影響による外出自粛等により減少したが、増加に転

じた。婚姻数は、将来の出生数に影響を及ぼすため、今後の動向を注視する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2008～2017 年度　夫婦ともに 40 歳未満 

※2018 年度以降　夫婦平均 40 歳未満 
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図表７　婚姻数

婚姻数 出生数 人口増減

コロナ禍で婚姻数・出

生数が減少。その後、

婚姻数は回復。

（右軸）
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８．総人口の将来目標  

〇第 2 期秩父別町人口ビジョンで掲げた 2025 年の将来目標は、2,216 人であり、国立社会保障・

人口問題研究所 2018 年推計値 1,972 人よりも 244 人多く設定している。 

〇2024 年の人口が 2,229 人であり、目標達成には 2025 年の人口減少を 13 人以下に抑えなけ

ればならない。 

 

 

※第 2 期秩父別町人口ビジョン 
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図表８　総人口の将来目標値

将来目標値

住基情報（実績）

社人研（2018年推計）

直近の人口目標：社人研推計より 244 人多く目標設定


